
地域連携コーディネーター養成講座
～難病コーディネーターとは 地域でその人らしさを支えるために～

場所：インキュベクス株式会社 大研修室

プログラム

10：00 25分 Ⅰ．財源なき改定

10：25 25分 Ⅱ．2018年診療報酬改定

10：50 25分 Ⅲ．2018年介護報酬改定

11：15 25分 Ⅳ．難病コーディネーター

11：40 20分 Ⅳ．質疑応答

＊お配りしておりますアンケートをご記入ください

＊記入が終わりましたら、机の上に置き、ご退席ください

2017年11月10日（金） 10:00～12：00

※記載のプログラム開始時間は凡その予定となっております。ご了承ください。



、

国際医療福祉大学大学院 教授
武藤正樹

地域コーディネーター養成講座

2025年へのカウントダウン
難病コーディネーターとは

地域でその人らしさを支えるために

～同時改定と難病コーディネーター～

2

）



国家戦略特区「国際医療学園都市構想」

2017年4月医学部開講





2020年 国際医療福祉大学
成田病院を新設予定



2018年4月、国際医療福祉大学
新設学部・大学院赤坂キャンパス完成

東京都港区の旧赤坂小学校跡地に、大学院と学部の新しいキャンパス
現在の東京青山キャンパスを移転するとともに新しい分野・コースも開設し、
生涯教育の新たな拠点として大学院教育をさらに充実させます。

赤坂心理・医療福祉マネジメント
学部新設 新入生募集中
公衆衛生学専攻（申請中）
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パート１
財源なき改定

社会保障政策についてこれまでの高齢者中心から
「全世代型」に見直す

https://www.nikkei.com/article/DGXLASFS12H4S_S7A910C1MM8000/?ap=1&dg=1


団塊世代
700万人



2025年
149兆円

2012年度
109.5兆円
ＧＤＰ対比

22.8％



社会保障・税一体改革
（2014年８月１０日）

• ８月１０日に社会保障と
税の一体改革関連法案が
参院本会議で賛成多数で
可決さた。

• 現在5％の消費税率を14年
4月に8％、15年10月に
10％に引き上げることな
どを盛り込んだ。

• その背景は・・・

団塊世代の高齢化と、激
増する社会保障給付費問
題

2012年８月１０日、参議院を通過



２０１７年４月消費増税
１０％先送り

８％から１０％の２％増税延期で年間４兆円の財源が消える！
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自然増1700億円
圧縮



2017年度予算
自然増を1400億円圧縮、5000億円以内に

142018年度予算は自然増1300億の圧縮！



201８

改定率は大幅ダウン？

2018年診療報酬・介護報酬同時改定は？

消費増税なき改定
自然増圧縮改定



〇財務省主計局の阿久澤孝主計官（厚生労働省第一
担当）は来年度予算案の編成では、社会保障関係費
の自然増6300億円からの削減と保育の受け皿拡大の
財源確保の2つの課題に対応する
〇社会保障全般の歳出の見直しを行う必要があると
の認識を示した。診療報酬改定に関しては「大きな
方向性」として適正化・効率化が不可欠だと指摘
〇「7対1入院基本料は看護職員の配置状況を中心に
点数が決められ、実際に提供している医療の機能を
十分に反映する仕組みとなっておらず、問題。病床
数についても、当初の見込みよりも算定病床数は大
幅に増えており、改善は不十分」

財務省・阿久澤主計官
キャリアブレインマネジメ

ント
2017年09月12⽇

財務省主計局の阿久澤孝主計官コメント



社会保障、高齢者中心を是正
• 今後の社会保障政策につ
いてこれまでの高齢者中
心から「全世代型」に見
直す意向を表明

• 幼児教育・保育の無償化

• 2019年10月の消費税率
10％への引き上げ
• 「社会保障制度を次世代
に引き渡し、市場や国際
社会から国の信認を確保
するためにも必要だ」

• 「予定通り実施する」

• 9月12日、日本経済新聞
インタビュー

安倍晋三首相

https://www.nikkei.com/article/DGXLASFS12H4S_S7A910C1MM8000/?ap=1&dg=1






パート２
2018年診療報酬改定

入院医療等調査評価分科会より



2018年診療報酬改定へ向けて
（中医協総会 ２０１６年１２月２１日）

• （１）医療機能の分化・連携の強化、
地域包括ケアシステムの構築の推進

• ①入院医療
• 医療機能、患者の状態に応じた評価

• 7対１、地域包括ケア病棟、介護療養病床の転換（介護
医療院）

• ＤＰＣ制度における調整係数、機能評価係数Ⅱの見直し等
• 調整係数の廃止

• 医療従事者の負担軽減やチーム医療の推進等に係る取組

• ②外来医療
• かかりつけ医機能とかかりつけ歯科医機能
• かかりつけ医機能とかかりつけ薬剤師・薬局機能の連携

• 生活習慣病治療薬等の処方
• フォーミュラリー

• 紹介状なしの大病院受診時の定額負担

• ③在宅医療
• 重症度や居住形態、患者の特性に応じた評価
• 訪問診療、歯科訪問診療、訪問看護、在宅薬剤管理指導等
• 訪問リハビリテーション指導管理2 



• ④医療と介護の連携
• 療養病床・施設系サービスにおける医療
• 居宅等における医療（訪問診療・訪問看護、歯科訪問診療、薬剤
師の業務等）

• 維持期のリハビリテーション

• （２）患者の価値中心の安心・安全で質の高い医療の
実現
• アウトカムに基づく評価
• 患者や家族等への情報提供や相談支援
• 医療機能等に関する情報提供や公表
• 患者の選択に基づくサービス提供

• （３）重点分野、個別分野に係る質の高い医療提供の
推進
• 緩和ケアを含むがん患者への質の高い医療
• 認知症患者への質の高い医療
• 精神疾患患者への医療提供や地域移行・地域生活支援
• 外来や入院でのリハビリテーション
• 口腔疾患の重症化予防、口腔機能低下への対応、生活の質に
配慮した歯科医療

• 薬剤使用の適正化に係る薬剤管理業務



•（４）持続可能性を高める効果的・効率的な医療
への対応
• ①医薬品、医療機器等の適切な評価

• 薬価制度の抜本改革（保険医療材料価格制度の見直しを含
む）

• 年4回の薬価見直し、毎年改定

• 医療技術の費用対効果の観点を踏まえた評価

• 新しい医療技術の保険適用

• 後発医薬品の更なる使用促進
• 後発品80％シェア、バイオシミラーの評価

• ②次世代の医療を担うサービスイノベーションの推進

・バイオテクノロジー、ＩＣＴ、ＡＩ（人工知能）などの新た
な技術への対応

• ＩＣＴを活用した医療情報の共有の在り方

• より効率的な共有・活用を推進するための医療の情報化等に
資する取組の推進



2018年診療報酬改定へ向けて
（中医協総会 ２０１６年１２月２１日）

•（１）医療機能の分化・連携の強化、
地域包括ケアシステムの構築の推進
•①入院医療

• 医療機能、患者の状態に応じた評価

• 7対１、地域包括ケア病棟、介護療養病
床の転換（介護医療院）

• ＤＰＣ制度における調整係数、機能評価係数Ⅱの見直し等

• 調整係数の廃止

• 医療従事者の負担軽減やチーム医療の推進等に係る取組



2017年6月7日入院医療等の調査・評価分科会

中医協診療報酬調査専門組織
入院医療等の調査・評価分科会

http://www.medwatch.jp/wp-content/uploads/2017/06/IMG_1197.jpg






2018年診療報酬改定
入院医療２つのポイント

ポイント① 7対１病床の要件見直し

ポイント② 地域包括ケア病棟



ポイント①
7対１病床の要件見直し

重症度、医療・看護必要度

29





（１）重症度、医療・
看護必要度



A項目(モニタリング及び処置等） B項目（患者の状態）

（前回改定）

A項目、B項目は
正しく急性期の
患者を反映して
いるのか？

A項目2点以上かつB項目3点以上の
該当患者割合が15%以上

2014年改定



C

C

2016年改定



2016年改定の
7対1への影響



1.2万床減少







ポイント②
地域包括ケア病棟

病床機能区分の回復期の主流となる病棟



地域包括ケア病棟

•地域包括ケア病棟の役割・機能
•①急性期病床からの患者受け入れ

• 重症度・看護必要度

•②在宅等にいる患者の緊急時の受け入れ
• 二次救急病院の指定や在宅療養支援病院の届け出

•③在宅への復帰支援
• 在宅復帰率

• データ提出
• 亜急性期病床の果たす機能を継続的に把握する必要性を踏まえ、提供されてい
る医療内容に関するＤＰＣデータの提出







42







2017年7月21日 入院医療分科会
2017年8月24日 入院医療分科会

自宅からの患者については負
荷がかかることが確認できた。
何らかの評価を検討してもい

いのではないか
「地域包括ケア病棟は創
設当初の3つの機能を育
て行くことが大事だ



パート３
2018年介護報酬改定

社会保障審議会・介護給付費分科会（2017年4月26日）
PTXX-170623-001



2015年介護報酬改定

PTXX-170623-001



PTXX-170623-001



PTXX-170623-001
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2018年介護報酬改定
社会保障審議会・介護給付費分科会（2017年4月26日）

• ①通所リハと通所介護の機能分担と連携
• 通所リハや通所介護、認知症対応型通所介護などの居宅サービスに
ついては、それぞれのサービスに共通した機能および特徴的な機能
の明確化が必要だ。そしてこれらのサービスを地域単位で一体的、
総合的な機能分担と連携を行えるよう検討する。

• ②小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介
護看護
• この連載でも取り上げたが、小規模多機能型居宅介護と訪問看護
を組み合わせた看護小規模多機能型居宅介護（看多機）は現状、事
業者数は300未満、定期巡回・随時対応型訪問介護看護（24時間
サービス）の事業者数は1000未満とサービス提供量がまだまだ少
ない。このためこの事業所数の増加や機能強化・効率化の観点から、
人員基準や利用者定員などの規制緩和による本事業参入促進策が必
要である。

• ③特別養護老人ホーム（特養）施設内での医療ニーズや看
取り
• 特養の利用者の要介護度や医療ニーズが年々増加している。こうし
た中、特養における医療提供や看取りにさらに対応するための改定
が必要だ。 PTXX-170623-001



2018年介護報酬改定
社会保障審議会・介護給付費分科会（2017年4月26日）

• ④入退院時における入院医療機関と居宅介護支援事業
所等の連携
• 高齢者は医療を受けながら介護保険サービスを複数利用し
ている。このため特に医療・介護関係者や関係機関間の情報
提供や相互理解が必要である。特に連携の必要性は、高齢者
の入退院時に生じるとしてその対応について議論することに
なった。

• ⑤ロボット・ＩＣＴ・センサーを活用している事業所
に対する報酬・人員基準の在り方
• 介護人材の確保とともに介護事業所のロボット・ＩＣＴ・
センサー活用による生産性向上や業務効率化への評価が必要
だ。

• ⑥介護医療院の報酬・基準や各種の転換支援策等
• 介護療養病床からの転換先である「介護医療院」の報酬・
基準が次期介護報酬改定の大きな目玉の一つである。

PTXX-170623-001



療養病床の在り方等に関する検討会

2015年7月10月
医政局、老健局、保険局合同開催

療養病床問題と介護医療院





2011年度末で廃止



2017年度末



2017年度末までに廃止

14万床



介護療養病床
の医療法人型
特養転換は？

介護療養病床
の老健転換は
むりすじ

介護療養病床
はナーシング
ホームに



医療法人による特養設置
の規制緩和を！

新類型



介護医療院
（仮称）







2017年8月4日 介護給付費分科会
介護医療院の議論始まる！

（1）報酬水準（2）人員配置（3）構造設備（4）転換促進策
老健との関係性の整理、医療療養病床からの転換をどのように考えるか？



介護医療院７～８万床！

•現在約6万床ある介護
療養病床から4万くら
い、25対1医療療養病
床の半分くらいが移
行し、全体として7～
8万床くらいになると
想定している。

•介護医療院協会を
2018年4月に設立 日本慢性医療協会会長

武久洋三氏（ 2017年6月22日）



パート４
難病コーディネーター





2014年
難病新法！







330疾患！



難病の数は
7000とも言
われている



指定難病の範囲が拡大、
しかし自己負担も拡大



難病新法と
難病コーディネター











難病コーディネーター





難病コーデイネーターの役割
•名称：難病医療専門員（難病コーデイネーター）

• 保健師、看護師、社会福祉士など

•業務内容
○関係機関からの難病医療に関する相談

• 主に地域の医療機関、居宅介護支援事業所、障害福祉サー
ビス提供事業所等、難病の患者さんやご家族を支援されて
いる関係機関からの医療の確保等に関する相談に応じ、助
言や情報提供等を行う。

○難病医療に関する情報収集・提供
• 難病医療や医療機関に関する情報を収集し提供する。

○診療の確保が困難な場合の調整、医療機関との連携
• 病状の悪化等の理由により、居宅での療養が極めて困難な
状態になった難病の患者さんに、適時に適切に診療の確
保が行えるよう、協力病院等関係機関と連携しながら
医療調整を行う

○難病医療従事者に対する研修会等の企画
• 指定難病に関する研修会（症例検討会）等企画開催



訪問看護と難病



介護保険
訪問看護の対象者

①がん末期

②関節リウマチ

③筋委縮性側索硬化症

④後縦靭帯骨化症

⑤骨折を伴う骨粗しょう症

⑥初老期における認知症

⑦進行性核上性麻痺、大脳皮質基
底核変性症、パーキンソン病

⑧脊髄小脳変性症

⑨脊柱管狭窄症

⑩早老症

⑪多系統萎縮症

⑫糖尿病性神経障害・糖尿病性腎

糖尿病性網膜症

⑬脳血管疾患

⑭閉塞性動脈硬化症

⑮慢性閉塞性肺疾患

⑯両側の膝関節又は股関節に著しい
変形を伴う変形性関節症

６５歳以上の方（第１号被保険者）要支援・要介護と認定された人
４０歳以上６５歳未満の方（第２号被保険者）

１６特定疾病疾患の対象者で要支援・要介護と認定された人

１６特定疾患



特定疾患とは？
原因不明，治療法未確立で，後遺症のおそれが少なくない疾病や，経過が慢性に
わたり，家族の経済的・人的・精神的負担が大きい疾病として厚生労働省が指定
した病気。ベーチェット病・多発性硬化症など。
調査研究の推進・医療施設の整備・医療費自己負担の解消などの対策がとられている。



介護保険
要支援・要介護と認められた場合

出典；訪問看護活用ガイド 改訂版

「訪問看護指示書」が必要



医療保険
訪問看護の対象者

出典；訪問看護活用ガイド 改訂版

１．４０歳未満の方
２．４０歳以上６５歳未満の方

条件：１６特定疾病の対象者でない方
３．４０歳以上６５歳未満の方

条件：介護保険第２号被保険者でない方
４．６５歳以上の方

条件：要支援・要介護に該当しない方
介護保険を利用しない方

５．要介護・要支援の認定を受けた方
条件：厚生労働大臣が定める疾病等（別表８）

精神科訪問看護が必要な方（認知症は除く）
病状の悪化等により特別訪問看護指示期間にある方



厚生労働大臣が定める疾病等
別表第７

①末期の悪性腫瘍

②多発性硬化症

③重症筋無力症

④スモン

⑤筋委縮性側索硬化症

⑥脊髄小脳変性症

⑦ハンチントン病

⑧進行性筋ジストロフィー症

⑨パーキンソン病疾患（進行性核上

性麻痺、大脳皮質基底核変性症及

びパーキンソン病(ホーエン・ヤール

の重症度分類がステージ3以上で

あって生活機能障害度がⅡ度又は

Ⅲ度のものに限る)）

⑩多系統萎縮症（線条体黒質変性

症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャ

イ・ドレーガー症候群）

⑪プリオン病

⑫亜急性硬化性全脳炎

⑬ライソゾーム病

⑭副腎白質ジストロフィー

⑮脊髄性筋萎縮症

⑯球脊髄性筋萎縮症

⑰慢性炎症性脱髄性多発神経炎

⑱後天性免疫不全症候群

⑲頸髄損傷

⑳人工呼吸器を使用している状態

（夜間無呼吸のマスク換気は除く）



特別管理加算の対象者
別表第８

①在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切開患者

指導管理を受けている状態にある者又は気管カニューレも

しくは留置カテーテルを使用している状態にある者

②在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、

在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、

在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、

在宅人工呼吸指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、

在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導

管理を受けている状態

③人工肛門又は人工膀胱を設置している状態にある者

④真皮を越える褥瘡の状態にある者

⑤在宅患者訪問点滴注射管理指導料を算定してる者



医療保険

出典；訪問看護活用ガイド 改訂版

「訪問看護指示書」が必要



訪問看護ステーションの利用時間や加算等
（医療保険）

•１回の利用時間 → ３０分～９０分

•利用者１人 → 週３日が限度

（１か所の訪問看護ステーショ
ン）

•厚生労働大臣が定める疾病等（別表第７）や特別管
理加算（別表第８）の対象者や急性増悪等による特
別訪問看護指示書期間

→ 週４日以上の訪問看護が可能

→ 難病等複数回訪問看護(１日２回又は３回)

→ １人に対して複数の訪問看護が可能
＊ 同一日にそれぞれの訪問看護ステーションの利用はでき

ない



難病看護師制度（日本看護協会）

•一般社団法人日本難病看護学会認定・難病看護
師
• 難病の病態・病期に応じた看護判断に基づき、患者
の主体的な療養生活を支援する看護実践ができる

• 質の高い療養生活を送ることができるよう、難病患
者・家族に対して相談・助言を行うことができる

• 難病患者・家族の支援について、看護職員・関係職
種の職員に対して連携し、助言・支持ができる

• 難病患者・家族の生活の質向上を目指した地域とし
ての取り組みに参画し、社会支援システムの向上・
創造に寄与できる



かながわ難病相談支援センター

神奈川県

かながわ難病相談支援センター

〒221-0835 横浜市神奈川区鶴屋町2-
24-2

かながわ県民センター14階
TEL：045-321-2711

かながわ難病相談支援センターホーム
ページへ

FAX：045-321-2651

10:00～19:00
（休所日:年末年始施設休館日）

平成17年7月1日

http://nanbyou-shien2014.jimdo.com/


指定難病医療機関

•指定医療機関とは、その医療機関で指定難病に
係る医療を受けたとき、指定難病の医療費の助
成を受けられる医療機関のこと



指定難病医療機関
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2016年

地域医療構想



２０２５年へのカウントダウン
～地域医療構想・地域包括ケアはこうなる！
～

•武藤正樹著

•医学通信社

•Ａ５判 ２７０頁、２８００
円

•地域医療構想、地域包括ケア
診療報酬改定、２０２５年へ
向けての医療・介護トピック
スetc

• 2015年9月発刊

PTXX-170623-001



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブック
で「お友達募
集」をしていま

す

PTXX-170623-001

http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

